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住民概念の研究 
―統治される対象としての住民から自治の主体としての住民へ― 
 
 本審査小委員会は、博士学位申請者渡部朋宏氏からの博士（公共政策学）学位請求論文
「住民概念の研究――統治される対象としての住民から自治の主体としての住
民へ――」の提出を受けて、慎重に審査を行ってきた。 
 
１ 本論文の主題と構成 
 本論文は、「住民」概念の現状や先行研究、法制度の現状とその解釈や判例、選挙制度に
おける住所・居住実態、住民登録制度の歴史、地方自治制度と住民概念の歴史を考察し、自
治の担い手としての住民概念を提唱する優れた論文である。 
 出発点は、福島県楢葉町住民の実態である。福島原発事故から避難して、福島県会津美里
町にたどり着いた住民の現状から、いまだに多くの避難者が避難元自治体に住民登録しな
がら、避難先自治体で生活している実態が浮かび上がってくる。実際の居住地（避難先）と
住民登録地（避難元）が一致していない避難生活が8年半（論文執筆時から、以下同じ）を
超える超長期的期間に渡っている現実を踏まえると、これらの避難者の本来あるべき住民
としての権利（一方で負担すべき義務）はどのように保証されているのであろうか。この点
こそ、本論文における研究課題である。 
 先行研究の中では、二重の住民登録制度が提唱されている。本論文は、この「二重の住民
登録を議論する前提として、そもそも住民とはいかなる存在なのか、そして現代の日本にお
いて住民概念がどのように形成されてきたのかについて考察するものである。また、住所単
数制を採用する住民登録制度をはじめとする現行制度において、実態とかけ離れた現状と
その制度的限界を示すとともに、これらの法制が住所単数制を頑なに守ろうとしているそ
の要因について、地方自治制度と住民登録制度の歴史的考察から明らかにしていくもので
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ある」と述べられており、本論文の目的がこのように示されている。 
 本論文の目次は、以下の通りである。 
目次 
序章 福島原発事故における避難住民の現状と住民概念 
第１章 福島原発事故における避難経過と避難住民の意識～楢葉町を事例に～ 
 １．楢葉町の概要 
 ２．福島原発事故発生からの避難経過 
 ３．原発事故避難における職員対応の実態と苦悩 
 ４．福島原発事故避難自治体の現状と住民 
 ５．小括 
第２章 住民概念の先行研究と原発避難者特例法の考察 
 １．住民とは？ 
 ２．民法における住所概念の検証 
 ３．住所に関する判例の検証 
 ４．住民に関する判例の検証 
 ５．多様な側面から捉える住民概念 
 ６．原発避難者特例法の検証 
 ７．小括 
第３章 選挙制度における住所・居住実態の考察 
 １．選挙権・被選挙権とは？ 
 ２．学生の選挙権と住所 
 ３．居住実態と被選挙権の判例 
 ４．選挙権・被選挙権からみた住民概念 
 ５．小括 
第４章 地方自治制度における住民概念の考察 
 １．地方自治とは？ 
 ２．市制町村制前史 
 ３．市制町村制の制定過程 
 ４．日本国憲法の制定と地方自治法 
 ５．地方自治制度の歴史的経過と住民概念 
 ６．小括 
第５章 住民登録制度の歴史的考察 
 １．戸籍法 
 ２．寄留法- 
 ３．住民登録法 
 ４．住民基本台帳法 
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 ５．住民登録制度の歴史的経過と住民概念 
 ６．小括 
終章 自治の担い手としての住民概念へ 
 １．住民とは？ 
 ２．住所単数制の限界と福島原発事故による避難住民 
 ３．地方消滅論の実態 
 ４．人口減少社会を見据えた住民概念 
【参考文献】 
 
 なお、本論文は、A4判で157ページであり、字数にして約15万字強となっている。 
 
 
２ 本論文の要旨 
 次に、本論文の要旨を述べることにしたい。以下、序章「福島原発事故における避難住民
の現状と住民概念」、第１章「福島原発事故における避難経過と避難住民の意識～楢葉町を
事例に～」、第２章「住民概念の先行研究と原発避難者特例法の考察」、第３章「選挙制度に
おける住所・居住実態の考察」、第４章「地方自治制度における住民概念の考察」、第５章「住
民登録制度の歴史的考察」、終章「自治の担い手としての住民概念へ」について、本論文の
流れに従って、それぞれの章における節ごとに紹介していきたい。 
 まず、序章「福島原発事故における避難住民の現状と住民概念」では、上にも触れた本論
文の問題意識が述べられている。すなわち、東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所
の事故における住民の避難は、基礎自治体が自らの判断により地域住民の避難を最優先に
行動し、基礎自治体が避難住民の最後の砦として機能したという。しかしながら、原発事故
から8年半が経過した現在、国主導による復興という名のもと、避難住民の意思を無視する
形で帰還政策が推し進められているのが現状である。避難指示が解除された自治体の住民
帰還率をみると、いまだに多くの避難者が避難元自治体に住民登録をしながら、避難先自治
体で生活している実態が浮かび上がる。このような実際の居住地（避難先）と住民登録地（避
難元）が一致していない避難生活が超長期的期間に渡っている現実を踏まえ、これらの避難
者の本来あるべき住民としての権利（一方で負担すべき義務）はどのように保証されている
のか。これが本論文における課題設定であると述べられている。 
 長期的な避難生活を余儀なくされた避難者に対する住民としての権利を保障するため、
今井照は「二重の住民登録」を提唱した。これは、「帰還」でも「移住」でもなく、いずれ
帰るが現在は避難を続けるという「避難継続（将来帰還・待避）」という第三の道への対応
として、避難先と避難元での双方において市民としての権利と義務（シチズンシップ）を保
証する制度である。本論文では、この二重の住民登録を議論する前提として、そもそも住民
とはいかなる存在なのか、そして日本において住民概念がどのように形成されてきたのか
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について考察するとしている。また、本論文では、公法上採用する住所単数制について、現
実社会とかけ離れている実態とその制度的限界を示すとともに、住所単数制を頑なに守ろ
うとしている現行制度の要因を、地方自治制度と住民登録制度の歴史的考察から明らかに
していく、と本論文の方向性が示されている。 
 
第１章 
 次いで本論に入るが、第１章「福島原発事故における避難経過と避難住民の意識～楢葉町
を事例に～」では、福島原発事故において全域避難を余儀なくされた楢葉町について、住民
の避難経過と現状がについて述べられている。楢葉町は、全域避難の自治体のなかで最も早
く避難指示が解除された自治体であり、他自治体の復興に向けたメルクマールとなるもの
である。また、避難経過においても中心的な役割を果たし、かつ地域社会の復興や自治の担
い手として重要な役割をもつ自治体職員に焦点をあて、復興に向けた取り組みの最前線で
活躍する職員の実態と苦悩が明らかにされている。避難生活の現状は自治体職員に限らず、
多くの避難住民に共通するものであり、避難先での生活が確立され、帰りたくても帰れない
現実から、形式的な「帰還」を前提とする制度の限界が見てとれると論じられている。 
 第１章第1節「楢葉町の概要」では、震災前を中心に楢葉町の概要が整理されている。少
子高齢化が進む楢葉町において、類似団体と比較して財政力指数が高くなっているが、その
要因として、東京電力の存在が 明らかにされている。また、楢葉町は、同じ福島県内に
ある会津美里町と姉妹都市・災害時相互応援協定を締結しており、両町の住民レベルで様々
な交流が行われ、そのことが原発事故からの避難において大きな意味を持つことになった
ことが論じられている。 
 第2節「福島原発事故発生からの避難経過」では、福島原発事故発生からの避難経過につ
いて整理されている。福島原発事故の発生直後、楢葉町独自の判断で、避難先として会津美
里町が選択され、両町の連携により迅速な避難対応が行われた。「全町民が会津へ避難」と
のかけ声のもと、楢葉町災害対策本部を会津美里町へ移転するとともに、会津美里町内に仮
設住宅を建設された。しかしながら、楢葉町に近いいわき市での生活を望む避難住民が予想
以上に多く、災害対策本部をいわき市に再移転するとともに、いわき市にも仮設住宅を建設
し、役場機能としていわき出張所と会津美里出張所が設置されることとなった経緯が説明
されている。 
 第3節「原発事故避難における職員対応の実態と苦悩」では、原発事故からの住民の避難
にあたって中心的な役割を果たした自治体職員に対するヒアリング調査の結果から、それ
ぞれの場面における様々な状況と苦悩が明らかにされている。そこからは、家族よりも職務
を優先して行動し、自治体職員としてその使命を果たそうとする一方で、原発事故避難者で
もある職員が、避難生活の長期化に伴い様々な自己矛盾を抱えながら業務に没頭する姿が
浮かび上がらせている。松本楢葉町長が「帰町しない職員は昇格・昇給させない」と発言を
したこと（2016年11月の庁議）も、そうした苦悩の一端を示すものであった。 
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 第4節「福島原発事故避難自治体の現状と住民」では、楢葉町における主な居住地人口の
推移をもとに、帰還者数が増えない現状が明らかにされている。松本楢葉町長の「昇格・昇
給させない」発言の背景として、町民の帰還率が伸びず、町の存続に対する危機感があり、
町の復興にあたり職員の果たすべき役割の大きさを裏づけたという。しかしながら、帰還が
求められる自治体職員のなかで、実際の居住者は半数程度である。その根底にあるのは、避
難生活の長期化に伴う生活基盤にある。避難先での生活が確立されており、帰りたくても帰
れないのが現状である。このことは、多くの避難住民に対してもあてはまる。ここに形式的
な「帰還」を前提とした復興政策の限界が明らかになると論じられている。 
 第5節「小括」では、第１章で論じたことが簡潔にまとめられているが、「自治体の復興に
あたり、帰還者と帰還できない者、それらを含めた住民の存在をどのように捉えればいいの
か。次章以降、本論文をとおして住民について様々な角度から考察を加え、既存の概念に捉
われない、本来あるべき住民概念について提起していく」と第１章を結んでいる。 
 
第２章 
 第２章「住民概念の先行研究と原発避難者特例法の考察」では、「住民」および住民の要
件となる「住所」について、先行研究や判例を踏まえ、現行制度における住民概念について
整理したうえで、福島原発事故避難者に対して特例的に認められた原発避難者特例法の内
容が考察されている。福島原発事故避難者に対する国の制度は、避難元自治体への帰還を前
提としたものであり、現行制度における住民の概念を頑なに守ろうとした結果、避難住民の
生活実態との間に様々な矛盾が生じていることを明らかにすると述べられている。 
 第1節「住民とは？」では、各法律関係における住民の定義について整理されている。ま
ず、「日本国憲法」において「住民」という語が使われているのは、「第8章 地方自治」の
みであり、第93条第2項では住民による選挙権が、第95条では間接民主制を基本とし、国会
による立法原則の例外として住民投票制度による住民の同意について規定されている。ま
た、「地方自治法」では、第5条第1項において自治体の区域を規定したうえで、同法第10条
においてその区域内に住所を有することのみが住民と認められる要件となっており、どの
ように「住所を有する」ことを認定すべきかについての規定はない。そのため、住所とは「民
法」第22条から「生活の本拠」の意味に解されるのが一般的であり、生活という事実によっ
て住民となる。また、「住民基本台帳法」第4条では、地方自治法第10条第1項に規定する住
民の住所と異なる意義の住所を定めるものと解釈してはならないと規定されていることが
説明されている。 
 第2節「民法における住所概念の検証」では、民法における住所概念について、「形式主義
と実質主義」、「任意住所と法定住所」、「主観説と客観説」、「単一説と複数説」の４つの観点
から先行研究が整理されている。その結論部分を引用すると、民法では、「住所は、生活の
実質的居住実態に基づいて具体的に決定する実質主義を採用し、法律上ある一定の場所に
住所があるとする法定住所を認めていないこと。また、客観的な事実に基づき判断すること
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を前提とし、本人の意思は、他の諸般の事情とともに考慮すべき一要素とされているが、主
観説に基づいた住所認定が社会の実態に適合するとの指摘もある。そして、今日の複雑な生
活関係のもとでは、生活の中心は複数ありうると考えるべきであり、問題となった法律関係
につき最も深い関係のある場所をもって住所とすべきとなる」とされている。 
 第3節「住所に関する判例の検証」では、「住所」に関する判例として①「ホームレスと生
活の本拠」、②「国民健康保険第5条の住所と外国人」の2事例について考察されている。①
ホームレスの事例では、その判断を事例限りのものにとどめており、一般論として展開して
いないが、住民となるためには「住む」だけでなく、「健全な社会通念に基礎付けられた住
所としての定型性の具備」が必須と判断されたことが示されている。また、②外国人に対す
る国民健康保険の事例では、国民健康保険制度という住民の強制加入と健全な維持運営と
いう前提のもとで、外国人の加入資格（住所要件）について、単に「住んでいる」だけでは
足りず、「将来にわたる居住の継続性・安定性」という新たな概念を示したとされている。 
 第4節「憲法上の地方公共団体の意義」では、「住民」に関する判例として、①「憲法上の
地方公共団体の意義」、②「在日外国人の地方選挙権」、③「別荘住民の水道料金格差と平等
取扱い」、④「住民基本台帳法上の転入届と住民票作成義務」の4事例について考察されてい
る。①地方公共団体の意義の事例では、東京都特別区が憲法第93条第2項にいう地方公共団
体に該当するか否かが争点であったが、その判旨の中で、憲法が求める地方自治の意義（地
方自治の本旨）とその構成員たる住民の位置づけを示し、住民の日常生活に密接な関連をも
つ公共的事務は、その地方の住民の手でその住民の団体（＝地方公共団体）が主体となって
処理すべきことを明確に判示した。また、地方公共団体であるためには、その構成員である
住民が単に住んでいるだけでなく、「経済的文化的に密接な共同生活を営み、共同体意識を
もつ」という新たな概念の必要性を判示した。②外国人の地方選挙権の事例では、地方自治
体レベルの選挙権について、憲法第93条第2項により選挙権が保障されている住民は日本国
民の下位概念であるとしつつも、立法者が選挙権を付与することは憲法上許容されている
ことを明確にした。国政レベルの「国民」と地方レベルの「住民」の違いが明らかにされ、
国民に対して外国人を含めることはできないが、住民であれば外国人を含めることが立法
政策により可能であるとされた。③別荘住民の水道料金格差の事例では、住所を有しない住
民のなかで「住民に準ずる地位にある者」という新たな概念を設け、住民による公の施設の
利用について不当な差別的取扱いをしてはならないとする規律が及びうることを認めた。
④住民票作成義務の事例では、市町村長が住民票の調製にあたって行う審査について、届出
が形式的要件を満たしているか否かの形式的審査だけでなく、その内容が事実に合致して
いるか否かに関する実質的審査を行う権限があると解されているが、実質的審査の内容は
居住実態の事実確認に限定されると判示したことが説明されている。 
 第5節「参政権の主体としての住民」では、住民のもつ多様な側面に着目した山崎重孝、
原島良成、太田匡彦、金井利之の先行研究が考察されている。山崎は、憲法において住民に
関する定義がないなかで、選挙権や投票権の行使という場面で住民を登場させていること
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を踏まえ、具体的な住民概念の構成にあたっては、地方公共団体の参政権を行使する主体と
して合理的なものでなければならないことが憲法上の要請であるとしているという。原島
は、中央政府と地方政府の差異は、観念的には被治者との政治上の「距離」の違いにあると
し、多様な地域性を踏まえ、政治的距離の近い地方政府（自治体）、本質的には住民による
自己決定が地方自治の意義であると論じているという。太田は、地方公共団体について「開
放的強制加入団体」としての性格をもつとして、住民について居住という事実だけをもって
日本の政治体制を構成する統治団体との関係で構成員という地位を与え、その地位やそこ
から派生する権利義務を通じて、日本の政治体制に当該個人を統合していく機能は、主とし
て地方公共団体を通して実現される体制であると論じている。そして、住所を通して位置づ
けられる住民と統治団体としての地方公共団体との関連性から地方自治の意義を見出して
いる。金井は、住民を自治体行政との関係から「対象住民」、「公務住民」、「市民住民」とい
う3つの側面で捉えることが簡便であるとし、日常的には、自治体との関係においての住民
を深く問われることは少ないが、原発避難のような超長期的な避難を余儀なくされるとい
った法制度の想定を超えるような事態が発生した場合に、住民の基礎概念の再構築が必要
になると論じている、と整理されている。 
 第6節「原発避難者特例法の検証」では、福島原発事故避難者に対して特例的に認められ
た原発避難者特例法の内容が検討されたうえで、住民概念に対する先行研究や判例を踏ま
えた考察が行われている。原発避難者特例法では、その住所地市町村の区域外への避難を余
儀なくされた避難者のうち、引き続き当該市町村の住民で住民票を移していない「避難住
民」、避難先の市町村に転入し、避難元市町村の住民でなくなった「住所移転者」、住所移転
者のうち引き続き避難元市町村に関心を有し、情報提供などを希望する「特定住所移転者」
という3つのカテゴリーに分け、客観的な居住実態にかかわらず、住民自らの意思によって
住所を選択できる制度を構築した。客観的居住の事実が前提とされてきた住所要件につい
て、主観的住所概念へ転換されたのである。そして、住所の認定は市町村が判断するとして
避難元自治体に配慮した結果、現実の居住地と住民登録地の乖離や避難先住民との軋轢、本
来の選挙権のあり方などへの対応はすべて先送りされた。住民の多様な生活実態と今後を
見据えた課題解決のためには、既存の住民概念を前提とした制度構築では限界に達してい
ることが明らかになったと結論づけられている。 
 第７節「小括」では、「原発事故避難者の生活実態を真摯に捉え、今後起こり得る様々な
課題に対応できる制度設計が可能であったはずであるが、実際に制定された原発避難者特
例法は、既存の住民登録制度を守り続けることを前提とした制度であった。……その場しの
ぎと言わざるを得ない制度となっている。現実の居住地と住民登録の乖離や避難先住民と
の軋轢、本来の選挙権のあり方などへの対応はすべて先送りされている。……住民の多様な
生活実態と今後を見据えた課題解決のためには、既存の住民概念を前提とした制度構築で
は限界に達しており、各法律関係に対応した住民の再構築が不可欠である」と論じられてい
る。 
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第３章 
 第３章「選挙制度における住所・居住実態の考察」では、住民にとって基本的な権利であ
る参政権について、「住所」および「居住実態」を前提とした現行制度の問題点について、
学生の選挙権および地方議会議員の被選挙権に関する先行研究や判例を用いて考察されて
いる。住民登録制度と密接に関連する選挙制度において、頑なに守られている住所単数制が
もたらす制度的限界が明らかになったという。 
 第1節「選挙権・被選挙権とは？」では、選挙権・被選挙権の概念について、その学説と
ともに、公職選挙法や地方自治法等関係法令におけるそれぞれの制度的位置づけが考察さ
れている。とりわけ、住民基本台帳と選挙人名簿の関係については、住民基本台帳法第15条
第1項において、選挙人名簿の登録は住民基本台帳に記録されている者で選挙権を有するも
のについて行うとして、相互連携の手続きが定められている。住民の要件である住所につい
ては、民法の規定により生活の本拠とされ、特に選挙においては必ず一箇所に限定すべきで
あると解釈されていた。その根拠となるのは「一人で二ヶ所に住所を有することができるも
のと解すれば同一人が二ヶ町村で選挙権を行使し或いは同一町村で二つの選挙権を行使し
得る結果となり、かかる結果は町村制の認めないところであって、選挙に関しては住所は一
人につき一ケ所に限定されると解すべき」とする昭和23年12月18日最高裁第二小法廷判決
であったという。 
 第2節「学生の選挙権と住所」では、学生の選挙権と住所について、行政実例における経
過を踏まえ、茨城大学星嶺寮に入居する学生の事例について考察が加えられ、その他の地方
裁判所の判例における住民概念が整理されている。最高裁判決では、選挙法上の住所がいか
なる住所概念によって定まるかについては明言されず、単に民法上の用語と同じく「各人の
生活の本拠」によるとし、学生等の修学地に原則としてその生活の本拠があるという解釈で
あった。この最高裁判決により、自治庁（当時）も直ちに判例に従って先例変更の通達を行
い、学生の住所は修学地にあることが統一的な見解となったが、選挙権年齢が18歳に引き下
げられた2015年の公職選挙法改正により、実家等に住民登録をしたままで住民票を異動し
ていない学生の選挙権が改めて議論になった。住民票を移さずに区域外に住む学生の不在
者投票を「原則認めない」とする複数の自治体があり、その対応は全国的に統一されたもの
でなく、結果として学生の選挙権を制限するものであった。最高裁判決による「政治的地縁
関係が最も直接的な土地で、そして選挙権の行使が最も適正に行われるべき」とする判断を
踏まえ、現状の選挙制度と住民登録制度が、住民の多様な生活実態に必ずしも対応しきれて
いないことが浮き彫りになったと論じられている。 
 第3節「居住実態と被選挙権の判例」では、居住実態と被選挙権について、「藍住町議会議
員」と「伊豆の国市議会議員」の事例について考察がなされ、その他の判例とあわせて論じ
られている。これらの判決から共通することは、複数の生活の本拠を持たざるを得ない理由
があったとしても、結論においてその点は考慮されず、住所単数制と客観説に基づく判断に
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固執している点であるという。住民の多様な生活を認めながらも、それぞれの生活場面にお
ける個別具体的事例から諸条件を考慮し、客観的事実からその人の生活の中心地としての
「住所」を導き出しているに過ぎないと結論づけている。 
 第4節「選挙権・被選挙権からみた住民概念」では、選挙権・被選挙権からみた住民概念
について考察されている。私法上の住所については複数説が通説であるのに対し、公法上の
住所、特に選挙においては、投票権の二重行使防止等の見地から1つに限るとされており、
地裁レベルで住所複数説を判断の一要素に組み込んでいる事例はあるものの、最終的な結
論は一貫しているという。しかしながら、今日の多様な住民の生活実態を踏まえれば、生活
の本拠として住所を1つに限定するためには、何らかの基準が必要となる。その基準の１つ
が「学生の住所は修学地とする」であり、議会議員の被選挙権の判断では「住所としての生
活の本拠は現に起臥寝食しているところ」と解釈されている。しかしながら、学生の選挙権
においては修学地に住民登録していない学生が多数存在していることも事実である。また、
地方議会議員の被選挙権について、客観的な生活の本拠として起臥寝食しているかどうか
が判断要素となったが、これらは客観的な生活実態を推し量る技術的な基準にすぎない。藍
住町の事例では、生活の形態はほとんど変わらないにもかかわらず、自らの生活を撮影しそ
れを示すことによって、一転して生活の本拠としての住所と同時に被選挙権が認められた。
他方で、伊豆の国市の事例では、多様な生活パターンが存在するなかで、たとえやむを得な
い事情があっても主観的な居住意思は決定的な要素とはならないとされた。結果として、被
選挙権を有していないと判断された候補者に投票した住民の権利は無視されたことになり、
このことは選挙人の意思が適正に反映されたものとはいえないと論じられている。 
 こうした従来の考え方に対して、選挙人名簿登録自治体と居住実態が一致していない事
実として、今回の原発事故にあたり、避難元自治体に住民登録し、選挙人名簿に登録されて
いるにもかかわらず、居住実態は避難先自治体にある避難住民が多数存在することがあげ
られる。従来の判例を踏まえれば、選挙権・被選挙権は居住実態のある避難先自治体にある
と判断されるであろう。他方で、原発避難者特例法では、避難住民の意思により避難元自治
体に住民登録をしたまま、避難先自治体で生活することを国は容認している。このことは、
判例で認められなかった住所の認定における主観的意思を重視したうえで、「住所」と「居
住実態」の乖離を容認したことにほかならない。 
 第５節「小括」では、以上のことから、「選挙権・被選挙権の本質を踏まえたうえで、「住
所」「居住実態」による選挙権・被選挙権の付与が逆に不公平性を生じさせていることを明
らかにした」と結論づけられており、「住民の「住む」権利に基づく住民概念の再構築が必
要であろう」と論じられている。 
 
第４章 
 第４章「地方自治制度における住民概念の考察」では、自治体と住民との関係に焦点をあ
て、明治以来の地方自治制度の制定過程において、住民概念が構築される経過について考察
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されている。1888年の市制町村制では「住居」が住民の要件とされたが、1911年の改正によ
り「住所」に基づく住民が定義された。この改正は、住民の居住実態からの制度設計ではな
く、中央集権の強化と効率的な行政執行を目的とした国民管理のための制度であったと指
摘する。住民は国の行政区画として位置づけられた府県や市町村という枠組みを使って統
治（支配）するための対象に過ぎず、戦後改革により官治の機構が解体され、天皇主権から
国民主権に転換が図られた後も、住民概念に関してはそのまま継承され、その根本的な点で
現在も大きく変わっていないことが論じられている。 
 第1節「地方自治とは？」では、地方自治の概念について考察されている。この点につい
ては、先行研究（西尾勝）を参照して、いかなる国、いかなる時代、いかなる状況下におい
ても最善で最適な地方自治制度はあり得ず、それぞれの状況下において当面する時代の諸
課題に的確に対処していくためには、いかなる地方自治制度が最善かということをその
時々に模索していくことが必要であると述べられ、歴史的に形成される概念について考察
されている。 
 第2節「市制町村制前史」では、市制町村制以前の状況として、明治維新から三新法制定
までの経緯について整理されている。明治政府は、集権的な国家統治を完成させるため、支
配の単位を村や町から個人へ移行した。そこで、国民を漏れなく管理する必要が生じ、その
ための手法として土地から人を管理するしくみをつくった。全国の住民を統一的に登録す
る制度として戸籍法が制定され、その事務遂行のため、既存の郡町村の区域とは無関係に定
められた大区小区制が導入された。しかしながら、旧来の地方の実態を無視した制度であっ
たため、様々な混乱が生じることとなり、府県のもとに旧来の郡や町村を復活させようとす
る「郡区町村編成法」、各地において自然発生的に誕生しつつあった地方民会を法律で規制
しようとする「府県会規則」、そして地方税の税目や地方税をもって支弁すべき費目などを
定めた「地方税規則」からなる三新法が制定されることになる経緯が説明されてる。 
 第3節「住民登録法」では、市制町村制の制定過程として、「村田保の町村法草案」、「町村
法調査委員法案」、「ロエスエル意見（町村制に関する法律草案の注意）」、「ルードルフの町
村法草案」、「モッセによる地方官政及び共同行政組織の要領」、「地方制度編纂綱領」、「自治
部落制草案」 、「元老院審議」、「市制町村制（1888年）」、「大日本帝国憲法」、「市制町村
制改正（1911年）」における住民の各種要件について整理されている。特に重要な点として
は、市制町村制では、町村内に居住する者を住民とし、町村の営造物や財産を共有する権利
を有するとともに負担を分任することとされた。住居を住民の要件とする制度においては、
本籍・寄留の区別なく住居があれば身分を問わず住民であるとされ、住居の事実があれば複
数の住民権が認められた。しかしながら、改正市制町村制では、住民の定義が大きく変わり、
生活の本拠たる住所が住民の要件となり、全国市町村中唯一のもので同時に2以上の市町村
住民になることはできないとされた。他方で、「甲乙孰れも同様生活の本拠なるときは二カ
所に住所を有すべし。要は事実の如何による決すべきのみ」とする指摘もあり、住所単数制
が必ずしも統一されたものではないことが確認できるとされている。 
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 第4節「日本国憲法の制定と地方自治法」では、日本国憲法および地方自治法の制定過程
における住民概念について整理されている。日本国憲法の総司令部案における第8章地方政
治第87条では主語が「住民」であったが、その後、主語は「地方公共団体」に置き換わり、
現行憲法も同様である。主権者である住民が「その財産を管理し、事務を処理し、及び行政
を執行する権能を有し、法律の範囲内で条例を制定することができる」のではなく、これま
での官治体制を維持したうえで、あくまで地方公共団体を介して住民に権利を与えようと
する日本政府の意図が確認できるという。地方自治制度上の住民は、国家内の市町村や都道
府県の単なる人的構成要素、地方行政の客体としての地位から、自治権の主体たる地位に転
換されたはずであるが、地方自治法の規定のなかには明示されず、旧制度下のものをそのま
ま継承されたに過ぎなかった。地方の末端行政に対して、国家出先機関として中央の統制を
浸透させるための1911年の改正による住民の定義が、そのまま現在まで引き継がれたこと
になると論じている。 
 第5節「地方自治制度の歴史的経過と住民概念」では、地方自治制度の歴史的経過を踏ま
え、住民概念の変遷について、以下の6点に整理されている。 
 ①点目は、強力な中央集権国家を構想した明治政府によって、全国民を把握するために戸
籍制度が採り入れられ、居住地編製主義（＝属地主義）により、「土地」と密接に関連した
「居住」（あるいは「住居」）が住民（人の把握）の要件となったことが出発点である。その
前提となるのは、当時の住民（百姓）における、土地に対する特別な意識であり、その後、
恒産恒心主義による天皇への忠誠へとつながっていく。住民の要件としての「居住」がここ
から始まったと述べられている。 
 ②点目としては、三新法の制定時の郡町村を復活させる際に、町村の自治を認め、純然た
る自治体とする構想が、地方官会議や元老院の審議の過程でことごとく否定され、結果とし
て、府県の下部機関としての「行政区画」に位置づけられたことである。このことにより、
町村の住民は、府県や町村を通して中央政府に支配される存在になっていったのである。 
 ③点目は、明治地方制度構築にあたって重要な役割を果たしたモッセの地方自治観であ
るという。モッセは、地方自治の重要性を唱えながら、あくまで国政の基礎としての位置づ
けであった。自治を認める一方で、国の監督権の強化が肝要であるとされた。そして、権利
を有する者は当然に義務を負担すべきとの考え方から、名誉職制度を地方自治制度の本質
的要件とした。限られた人員が地方自治の経験を積むことにより国政への理解を深めるこ
とになり、結果として国家の安定へつながるとしたのである。 
 ④点目は、市町村に居住する者について「人民」「官民」「町村民」「属民」「住民」といっ
た用語が検討されるなかで、最終的に市制町村制（1888）により「住民」が定義された。そ
して、そのなかでも権利義務を有する者は一定の資格要件が必要であり「公民」として、「住
民」と明確に区別された。居住者の用語の変遷を通して共通することは、これらの概念は治
める側からの捉え方に過ぎないことである。住民は徴兵や税を負担する対象に過ぎず、町村
の自治に参加できる特権を有するのは公民、すなわち天皇に忠誠を誓う有産者や名望家に
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限られた。自治に参加する権利は、あくまで国家から与えられるものであることが、明治期
から続く地方自治制度であったという。 
 ⑤点目は、市制町村制の1911（明治44）年改正のなかで、民法の規定による「住所」が用
いられ、住所を有する者を住民としたことである。それまでの要件であった「住居」では、
同時に2カ所以上の市町村に有する場合があり、同時に複数の住民であることが可能であっ
た。それが、生活の本拠としての住所概念に変わり、全国の市町村で唯一のものであり、同
時に2以上の市町村住民になることができないとされた。その目的は、住民をいずれか1つの
市町村に属させることにより、行政機構の能率を高め、中央の統制を強化することにあった
と説明されている。 
 ⑥点目は、国民主権と地方自治が明確に規定された日本国憲法制定後も、公民制度は廃止
されたものの、住民に関しての解釈は旧制度が継承されたことである。憲法に規定された国
民主権と基本的人権の尊重を具現化するための地方自治において、総司令部案での主体的
な存在であった「住民」は、「地方公共団体」に置き換えられた。財産を管理し、事務を処
理し、行政を執行し、条例（総司令部案では「憲章」）を制定する権利は、あくまで地方公
共団体が有するものであり、住民はその構成員に過ぎないことになると論じられている。そ
うした意味において、現行地方制度は明治地方制度と連続しており、明治地方制度から続く
統治される対象としての住民概念は、その根底において現在においても何ら変化していな
いのであると結論づけられている。 
 第６節「小括」では、第４章の総括的な議論として、住民概念を地方自治制度の制定過程
という歴史の中でみて、一貫して住民概念は集権的な国家統治の下で、国の行政区画として
位置づけられた府県や町村という枠組みを使って統治するための対象に過ぎなかったこと
が明らかにされた。 
 
第５章 
 第５章「住民登録制度の歴史的考察」では、住民を把握する仕組みとしての住民登録制度
に焦点をあて、その歴史的経過が検証され、それにより住民概念の変遷が考察されている。
古代から国家にとってその社会秩序の維持のために、その社会構成員である住民を把握す
る住民登録制度が必要とされたが、人の移動が常態化するなかで、「動く存在」としての住
民の把握は困難を極めた。強力な中央集権国家を作ろうとしていた明治新政府にとって、末
端までの行政を直接に掌握することが急務であり、全国民を把握する戸籍法が導入された。
その後、寄留法、住民登録法、住民基本台帳法と変遷するなかで、その制度の目的が、住民
の居住関係の公証から行政事務の効率化・合理化へ転換されていく。明治地方自治制度から
続く住民の把握が、現在においても続いていることが第５章では論じられている。 
 第1節「戸籍法」では、戸籍法の制定過程とその内容が考察されている。住民を把握する
全国統一の近代的制度として最初のものは、1871年「府藩県一般戸籍の法（壬申戸籍）」で
あり、統治の必要上生み出された戸籍法を契機として、全国に対して統一的な行政を開始す
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ることになる。戸籍における「一家一籍」という原則は、国家権力による効率的な国民の管
理と監視という目的を第一義とするものであり、現実に生活する国民の利便や要求に配慮
することを念頭に置いたものではない。そして、戸籍の秩序において個人はどこまでも家の
一員でしかなく、自律的な「市民」であるよりも忠良なる「臣民」として位置づけられた。
居住地主義によりネーション（国民）を定義し、人民は天皇の治める領土に帰属することに
よって等しく「臣民」たりうるのであり、それを公証するのが戸籍であった。戸籍制度は、
人の自由な移動と家族の多様化を趨勢とする近代の社会変動に順応しきれず、国民管理装
置として機能しなくなり、居住の実態を把握するという任務を寄留手続に譲ることになる。
そうした経緯が丹念に述べられている。 
 第2節「寄留法」では、寄留法の制定過程とその内容が考察されている。寄留制度は人民
の居住動態を把握することにより、戸籍の管理機能を補完するものとして導入された。1914
年の戸籍法改正に合わせ、身分登録制度が廃止されるとともに、本籍と住所の不一致に対処
するべく寄留法が公布された。90日以上、本籍以外の一定の場所に居住の目的をもって定め
る「住所」または「居所」を有する者を「寄留者」とし、寄留簿に登録するものであった。
寄留制度は、居住関係の変動を把握することが主な目的であったが、住所および居所双方を
把握し、かつ寄留事務と戸籍事務とを相互に連絡させる制度枠組みのため、両事務は煩雑化
した。そのうえ、一部の行政事務に用いられてはいたものの、住民の居住実態とはかい離し
ていた。これを補うものとして、法的根拠のない任意の申出による世帯台帳が居住者登録と
しての役割を果たしたが、これらの台帳は別個に管理されていたため、住民の居住関係の記
録を統一し、市町村の区域内に住所を有する者の全部を登録する制度として、住民登録制度
が創設されることになる。こうした経緯がここでは論じられている。 
 第3節「住民登録法」では、住民登録法の制定過程とその内容が考察されている。住民登
録法は、市町村においてその住民を登録することによって、住民の居住関係を公証し、その
日常生活の利便を図るとともに、常時人口の状況を明らかにし、各種行政事務の適正で簡易
な処理に資することを目的とした。市町村は、その区域内に住所を有する者のすべてについ
て世帯を単位として「住民票」を作製し、新たに「戸籍の附票」を設けた。住民登録法は、
戸籍制度の補充としての意義しかもたなかった従来の寄留制度を、戸籍制度と並行する独
立した制度としたところに意義があるという。しかしながら、実際の運用では、住民票の謄
抄本の発行による居住関係の公証という面に重点がおかれ、各種台帳や届出制度は統合化
されていなかった。そのため、煩雑で、住民の利便性の増進や行政の近代化、能率化の見地
からも改善しなければならないという認識が生じてきたと述べられている。 
 第4節では、住民基本台帳法の制定過程とその内容が考察されている。住民登録法が住民
の居住関係の公証を主たる目的としていたのに対し、住民基本台帳法では、住民の居住関係
の公証とあわせて、住民に関する記録を正確かつ統一的に記録し、国および地方公共団体の
行政の合理化に資することを目的としている。同時に、選挙人名簿との連携が明確化された。
地方公共団体の住民であることはすべての法令を通して住民基本台帳法の住所により一義
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的に定まることとされた。その後、情報化社会の進展に伴う国民のプライバシー保護や戸籍
事務の電算化、住民基本台帳ネットワークシステムの構築、住民票を有するすべての住民に
個人番号を付与するマイナンバー制度の導入などによる幾多の改正を経て、現在に至って
いる。「動く存在」としての住民の正確な把握という、過去の歴史が物語る住民登録制度最
大の課題について、国は、行政事務の合理化を根拠とし、住基ネットやマイナンバーを始め
とする情報化を一つの解としたのであると論じられている。 
 第5節「住民登録制度の歴史的経過と住民概念」では、住民登録制度構築に係る歴史的経
過を踏まえ、住民概念についての考察がなされている。その流れについて、以下の８点に整
理されている。 
 ①古代から、国家にとって社会秩序の維持のために、その社会構成員の把握は必須であっ
た。 
 ②明治政府による強力な中央集権国家を作るために末端までの人を把握することが必要
とされた。 
 ③人の把握の手段として居住地主義を採用し、天皇の治める領土に帰属する「戸」を単位
とする戸籍法を制定した。 
 ④近代化が進むなかで人口移動が激化し、戸籍法では居住実態が把握できず、その任務を
寄留制度に譲った。 
 ⑤人の居住実態から住所と居所を把握する寄留制度が創設されたが、事務の煩雑化や実
用性の観点から本来の使命を果たすことができなかった。 
 ⑥居所の把握を断念し、配給制度実施の必要から市町村において世帯別に登録していた
世帯台帳を踏まえ、住所に特化した住民登録制度を創設した。 
 ⑦住民基本台帳制度では、その主たる目的が、住民の居住関係の公証から市町村による事
務処理の効率化・合理化のための住民記録へと変わった。 
 ⑧更なる行政事務の効率化を図るため住基ネットとすべての住民に個人番号を付与し管
理するマイナンバー制度が施行された。 
 戸籍制度による人の居住実態の把握は、人口移動の激化により断念し、住所と居所を把握
する寄留制度にその役割を譲ったが、市町村の行政事務に利用されたのは、配給制度におけ
る平等な資源配分の基礎資料とされた法的根拠のない世帯台帳であった。居住実態の把握
を目的とした寄留制度は実質的に機能せず、配給という住民生活に直結する行政サービス
の提供のために、行政客体の正確な把握が必要とされたのである。それが「住所」による住
民登録制度へとつながり、その後、行政サービスだけでなく、様々な住民の権利義務と結び
つく制度が構築されることになると論じられている。 
 住民基本台帳制度では、「動く存在」としての住民について、地方自治法との整合性が図
られ、住民の生活実態とは必ずしも一致しない「住所」による定義が一義的に定められた。
当然に、行政事務の観点からは、住民の住所は１つに限定した方が管理しやすい。しかしな
がら、住民登録制度の歴史が物語るとおり、生活の本拠として１つに限る「住所」とは、住
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民を把握するため、統治の必要から生み出された方便に過ぎない。その根底にあるのは、住
民をあくまで行政客体として捉え、国民管理と行政事務の効率化・合理化を優先した結果な
のであると論じられている。 
 第６節「小括」では、本章での流れを簡潔に要約した上で、「明治地方自治制度から続く、
地方公共団体の都合を優先した住民の把握（＝支配）が、現在においても続いているのであ
る」という主張でまとめられてる。 
 
終章 
 終章「自治の担い手としての住民概念へ」では、これまで論じられてきたような自治の客
体としての住民という概念から、自治の担い手としても住民概念への転換するために、本論
文の総括的な議論が展開されている。 
 第１節「住民とは？」では、著者の「住民」論が展開されている。住民とは、その名のと
おり「住む民（人）」である。住民がそこに住むために必要とされたのが集住であり、それ
が集落になり、自治体の原型である「むら」へとつながっていく。そこには自治の主体とし
ての「住民」が存在していた。そういったむらを支配する存在として統治者が現れると、徴
税や徴兵等のため、その社会構成員たる住民の把握が必要になった。中央集権国家の成立を
目指した明治政府は、天皇を統治の手段として活用し、天皇のもとに「臣民」たる住民を把
握する戸籍制度を整備した。しかしながら、人は動く存在である。その動く存在としての住
民をいかに把握するかが、住民登録制度に課せられた永久の課題であった。その課題に対処
するために、寄留制度では住民の居住実態を踏まえ、住所と居所から住民を把握する仕組み
を構築し、この制度は戦後の1951年まで続けられることになる。しかし、寄留制度では正確
な住民の把握ができず、居所の把握を断念し、民法の規定による「生活の本拠」とする「住
所」を組み込み、住民をいずれか1つの自治体に帰属させる住民登録制度が構築された、と
これまでの経緯がまとめられてる。 
 第２節「住所単数制の限界と福島原発事故による避難住民」では、序章で述べられていた
避難住民の実態、権利の保障という観点からは、住所単数制に限界があることが指摘されて
いる。住所については民法に規定されており、住所複数制が通説となっている。しかしなが
ら、公法上では住所複数制が認められていない。特に選挙法における住所は、単一でなけれ
ばならないとされている。客観的な居住実態が根拠とされ、主観的住所概念は住所認定の一
要素であるとされたが、実質的には排除されてきた。しかしながら、排除されたはずの主観
的住所概念が一転して重視されたのが、原発避難者特例法であった。他方で、住所単数制は
頑なに守られたのである。 
 第３節「地方消滅論の実態」では、地方消滅論、すなわち人口減少地域の拡大とその批判
が展開されているが、本論文とのかかわりとしては、福島原発事故における避難元自治体の
多くが人口減少に悩んでいることとそうした地域が日本全体で進んでいる人口減少地域に
含まれるという点である。しかしながら、引用されている先行研究でも指摘されているよう
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に、これらの問題は本質的に異なっている。ということは、本論文との関連性は低いという
ことであり、終章においてこの論点を引き合いに出して、住民概念とのかかわりを論じるの
はあまり適切ではないと考えられる。とはいえ、避難元自治体も、理由はともあれ、人口減
少に悩んでいることは事実であり、その意味では現代日本の重要な問題の指摘として受け
止めておきたい。 
 第４節「人口減少社会を見据えた住民概念」では、まず自治体が人口減少と取り組む方策
として、「第2の住民票（ふるさと住民票）」や関係人口・交流人口の増大の施策が試みられ
ていることが指摘されている。原発避難自治体については、これらの一般論とは異なるもの
の、発避難者特例法によって、現実の居住地と住民登録地の齟齬が黙認されている。著者は
触れていないが、避難先自治体にとどまる住民は、何住民と呼べばよいのであろうか。 
 この指摘の後、住所単数制では現代社会の人々の実態に適合しないことが指摘されてい
る。すなわち、住民が一生において1箇所に住むことは稀であり、そのライフステージごと
に居住地を異動することや時間軸のなかで複数の生活拠点を有することはめずらしいこと
ではな、住民の居住実態を多元的に捉えれば、人的移動を政策的に促すことにより、多様な
主体が地域社会と関わりながら維持していくことが可能となるという。その前提として、住
民の「住む」権利を踏まえ、住民が自治の主体として地域社会に関わることを制度的に保証
されなければならないと指摘する。制度的には、住民の居住実態に応じた住所複数制を前提
とし、複数の自治体の住民になり得る制度は、避難先自治体との単なる「関係」でなく、自
治を担う主体である住民として関わることが可能であり、その自治体は、今後起こり得る住
民の避難を要するような大規模災害時における避難先としての機能も担えると論じられて
いる。 
 こうした論理から、「住民を多元的に捉え、住所複数制に基づき多様な住民が自治の担い
手として様々な地域社会と関わりながら自治体のあるべき姿を見出していくことが、人口
減少社会における地域創造に向けた有効な手段と考えられるのではないだろうか」と本論
文が締めくくられている。 
 
 
３ 本論文の特色と評価 
 
 本論文は、上に述べてきたように、住民概念に関する幅広く総合的な研究である。しかも
本論文の出発点は自治体の現場での問題意識である。著者は、自治体職員であり、しかも本
論文で扱われた福島県楢葉町と姉妹都市・災害時相互応援協定を締結している会津美里町
の職員であり、自治の現場で気づき、問題を解決しようという研究上の関心から取り組まれ
たものである。霞が関の職員とは異なり、口先で整合的であればよいという発想とは大きく
異なることをまずは指摘しておきたい。この点も研究態度として高く評価できるが、研究上
の観点からも次のような諸点において、評価しうる価値ある研究である。 
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 第1に、住民概念の先行研究は、住民概念を特定の側面から扱ったある意味で断片的なも
のが多く、本論文のように、この概念の現状や先行研究、法制度の現状とその解釈や判例、
選挙制度における住所・居住実態、住民登録制度の歴史、地方自治制度と住民概念の歴史と
いう多面的な観点から考察している研究はなく、本論文のように総合的に研究したものは、
存在しないといえよう。特に、寄留法から住民登録制度への研究は、実務書以外には存在せ
ず、本論文は重要な研究空白領域を埋める研究といえる。このような意味において、本論文
における住民概念の研究に、これまでの先行研究にはない重要な進展を付け加える学問的
に貴重な研究として評価できよう。 
 第2に、問題意識の出発点が地方自治の現場にあることである。上にも述べたように、著
者は自治体職員であり、地方自治の現実を毎日経験している。こうした実務の中の問題点を
研究に結びつけることは容易ではない。第１章第３節「原発事故避難における職員対応の実
態と苦悩」で示されているように、避難先自治体の職員として、避難住民にのしかかった
様々な労苦を身近に感じたであろう。その問題点を自治体職員としての責務を果たしなが
ら、研究を蓄積し、上に述べたような総合的な研究としてまとめ上げたことは、高く評価で
きる。そもそも本公共政策研究科は、公務員をはじめとする社会人のための大学院として運
営されている。本論文は、その意味で、公共政策研究科の一つの典型的な研究として、高く
評価できよう。 
 第3に、本論文は歴史と現状を丹念に調査し、そこにおける問題点とその打開策を提案し
ている。こうした研究対象についての著書・論文を参照し、膨大な文献を丹念に渉猟して、
論点を整理し、それを実証している点について、高く評価できよう。繰り返すが、著者は自
治体職員であり、勤務をこなしつつ、３年半という期間で論文を完成させた。このことは第
2の点で触れたことともかかわるが、高く評価しなければならない。 
 以上のように評価できる特長をもった論文ではあるが、本研究には著者自ら課題として
記述している点に加えていくつかの検討を要する問題を指摘することができる。 
 まず第1に、以下省略。 
 第2に、以下省略。 
 第３に、以下省略。 
 最後に、以下省略。 
 
 以上のように、課題を指摘することもできるが、審査小委員会としては、本論文がオリジ
ナリティを備えた、価値ある研究成果であり、研究者としての研究能力を実証するに十分な
業績であり、博士（公共政策学）の学位を授与するに値する業績であると認めるものである。 
 
 
４ 口頭試問 
 審査小委員会は、2019年11月30日に渡部朋宏氏の公開審査会（口頭試問）を実施し、本論
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文を中心とし、それに関連のある学識確認の試問を行った結果、同氏が博士学位の授与に値
する学識と研究能力を持っていると判定した。 
 
 
５ 結論 
 以上を踏まえ、本審査小委員会は、渡部朋宏氏が、研究能力並びに学位論文に結実した研
究成果の到達度の両面において、博士（公共政策学）の学位を受けるに十分値するものと判
断した。 
以上 
 
